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日 月 火 水 木 金 土

5 2021（令和3年）

◆  5 月 の 税 務 と 労 務 5月

グリーン住宅ポイント制度　グリーン社会の実現と住宅投資を喚起し、新型コロナで落
ち込んだ経済回復を図るため、令和2年度第3次補正予算で決定された制度。令和2年12
月15日から3年10月31日までに一定の省エネ性能を持つ住宅の新築や購入、リフォーム等
を契約すると、「防災」などに対応した追加工事や商品と交換できるポイントが付与されます。

国　税／�4月分源泉所得税の納付� 5月10日
国　税／�3月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月31日
国　税／�9月決算法人の中間申告� 5月31日
国　税／�6月、9月、12月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 5月31日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 5月31日
国　税／�確定申告税額の延納届出による延納税額の

納付� 5月31日
国　税／�特別農業所得者の承認申請� 5月17日

地方税／�自動車税・鉱区税の納付�
� 都道府県の条例で定める日
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5 月号─2

　

減
価
償
却
資
産
の
取
得
費
は
、
取

得
し
た
時
に
全
額
必
要
経
費
と
す
る

の
で
は
な
く
、
そ
の
資
産
の
使
用
可

能
期
間
の
全
期
間
に
わ
た
り
分
割
し

て
必
要
経
費
と
し
て
い
き
ま
す
。
一

方
で
、
少
額
の
減
価
償
却
資
産
に
つ

い
て
は
、
一
定
の
要
件
の
下
で
「
一

括
償
却
資
産
の
損
金
算
入
」、「
中
小

企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の

取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
」
と

い
っ
た
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
ほ
か
、

固
定
資
産
税
等
を
考
慮
し
て
他
の
特

例
を
選
択
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　

経
営
者
や
経
理
担
当
者
の
方
に
と

っ
て
、
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
扱

い
は
気
に
な
る
と
こ
ろ
で
す
の
で
、

こ
こ
で
改
め
て
、
少
額
の
減
価
償
却

資
産
に
関
す
る
三
つ
の
制
度
の
ポ
イ

ン
ト
を
み
て
み
ま
す
。

Ⅰ　

少
額
の
減
価
償
却
資
産
の
取
得

価
額
の
損
金
算
入

１　

概
要

　

法
人
が
事
業
の
用
に
供
し
た
減
価

償
却
資
産
で
、
①
使
用
可
能
期
間
が

一
年
未
満
で
あ
る
も
の
又
は
②
取
得

価
額
が
一
〇
万
円
未
満
で
あ
る
も
の

に
つ
い
て
は
、
そ
の
事
業
年
度
に
お

い
て
、
損
金
経
理
に
よ
り
即
時
損
金

算
入
が
で
き
ま
す
。

２　

取
得
価
額
の
判
定

　

取
得
価
額
が
一
〇
万
円
未
満
で
あ

る
か
ど
う
か
は
、
通
常
一
単
位
と
し

て
取
引
さ
れ
る
そ
の
単
位
、例
え
ば
、

機
械
及
び
装
置
に
つ
い
て
は
、
一
台

又
は
一
基
ご
と
に
、
工
具
、
器
具
及

び
備
品
に
つ
い
て
は
、
一
個
、
一
組
、

ま
た
は
一
揃
え
ご
と
に
判
定
し
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
応
接
セ
ッ
ト
の
場
合

は
、
通
常
、
テ
ー
ブ
ル
と
椅
子
が
一

組
で
取
引
さ
れ
る
も
の
な
の
で
、
一

組
で
一
〇
万
円
未
満
に
な
る
か
ど
う

か
を
判
定
し
ま
す
。

　

な
お
、少
額
の
減
価
償
却
資
産
は
、

事
業
の
用
に
供
し
た
事
業
年
度
に
お

い
て
、
そ
の
取
得
価
額
全
額
を
損
金

経
理
し
た
場
合
に
損
金
算
入
で
き
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
い
っ
た
ん

資
産
計
上
し
た
も
の
を
そ
の
後
の
事

業
年
度
で
一
時
に
損
金
経
理
を
し
て

も
損
金
の
額
に
算
入
す
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
の
で
、注
意
が
必
要
で
す
。

Ⅱ　

一
括
償
却
資
産
の
損
金
算
入

１　

概
要

　

取
得
価
額
が
二
〇
万
円
未
満
の
減

価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
事
業
の

用
に
供
し
た
年
以
後
三
年
間
の
各
年

分
に
お
い
て
、
そ
の
減
価
償
却
資
産

の
全
部
又
は
特
定
の
一
部
を
一
括

し
、
一
括
し
た
減
価
償
却
資
産
の
取

得
価
額
の
合
計
額
の
三
分
の
一
の
金

額
を
必
要
経
費
に
算
入
で
き
ま
す
。

２　

対
象
資
産

　

取
得
価
額
が
二
〇
万
円
未
満
の
減

価
償
却
資
産
（
国
外
リ
ー
ス
資
産
や

リ
ー
ス
資
産
は
除
く
）
が
対
象
と
な

り
ま
す
。

　

な
お
、
法
人
が
事
業
の
用
に
供
し

た
取
得
価
額
二
〇
万
円
未
満
の
減
価

償
却
資
産
の
う
ち
、
ど
の
減
価
償
却

資
産
を
一
括
償
却
の
対
象
と
す
る
か

は
、法
人
の
任
意
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
取
得
価
額
が
一
〇
万
円
未
満

の
減
価
償
却
資
産
で
も
、
即
時
損
金

算
入
の
対
象
と
せ
ず
に
、
一
括
償
却

の
対
象
と
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

３　

損
金
算
入
額

　

対
象
資
産
を
事
業
の
用
に
供
し
た

事
業
年
度
以
後
の
損
金
算
入
額
は
、

次
の
算
式
に
よ
り
ま
す
。

　

取
得
価
額
の
合
計
額
×
当
事
業
年

度
の
月
数
／
三
六

４　

適
用
要
件

　

一
括
償
却
資
産
を
事
業
の
用
に
供

し
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
確
定

申
告
書
に
一
括
償
却
対
象
額
の
記
載

が
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
計
算
に
関
す

る
書
類
を
保
存
し
て
い
る
場
合
に
限

り
適
用
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
損
金
算

入
さ
れ
る
金
額
の
計
算
に
関
す
る
明

細
書
を
確
定
申
告
書
に
添
付
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

Ⅲ　

中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償

却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入

の
特
例

１　

概
要

　

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
一
定
の

中
小
企
業
者
に
該
当
す
る
法
人
又
は

農
業
協
同
組
合
等
で
常
時
使
用
す
る

従
業
員
の
数
が
一
、〇
〇
〇
人
以
下

（
令
和
二
年
四
月
一
日
以
後
に
取
得

な
ど
す
る
場
合
は
五
〇
〇
人
以
下
）

の
法
人
が
、
取
得
価
額
一
〇
万
円
以

上
三
〇
万
円
未
満
の
減
価
償
却
資
産

を
平
成
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
令
和

四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取

得
等
を
し
て
事
業
の
用
に
供
し
た
場

少
額
減
価

償
却
資
産

に
関
す
る

要
点
整
理
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合
に
は
、
損
金
経
理
に
よ
り
必
要
経

費
に
算
入
で
き
ま
す
。

２　

対
象
資
産

　

取
得
価
額
が
一
〇
万
円
以
上

三
〇
万
円
未
満
の
減
価
償
却
資
産
が

対
象
と
な
り
、
器
具
及
び
備
品
、
機

械
・
装
置
等
の
有
形
減
価
償
却
資
産

の
ほ
か
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
、
特
許
権
、

商
標
権
等
の
無
形
減
価
償
却
資
産
も

対
象
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取

引
に
係
る
賃
借
人
が
取
得
し
た
と
さ

れ
る
資
産
や
、
中
古
資
産
で
あ
っ
て

も
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
適
用
を
受
け
る
事
業
年

度
に
お
け
る
少
額
減
価
償
却
資
産
の

取
得
価
額
の
合
計
額
が
三
〇
〇
万
円

（
事
業
年
度
が
一
年
に
満
た
な
い
場

合
に
は
三
〇
〇
万
円
を
一
二
で
除

し
、
こ
れ
に
そ
の
事
業
年
度
の
月
数

を
掛
け
た
金
額
。
月
数
は
、
暦
に
従

っ
て
計
算
し
、
一
月
に
満
た
な
い
端

数
が
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
一
月

と
し
ま
す
。）
を
上
限
と
し
て
お
り
、

三
〇
〇
万
円
を
超
え
る
と
き
は
、
そ

の
取
得
価
額
の
合
計
額
の
う
ち

三
〇
〇
万
円
に
達
す
る
ま
で
の
少
額

減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
合
計

額
が
限
度
で
す
。

３　

適
用
要
件

　

適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
事
業

の
用
に
供
し
た
事
業
年
度
に
少
額
減

価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
に
相
当
す

る
金
額
に
つ
き
損
金
経
理
し
ま
す
。

ま
た
、
申
告
の
際
に
は
、
確
定
申
告

書
等
に
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得

価
額
に
関
す
る
明
細
書
の
添
付
が
必

要
で
す
。

４　

固
定
資
産
税
と
の
関
係

　

中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却

資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特

例
を
適
用
し
即
時
償
却
を
し
て
い
る

資
産
に
つ
い
て
は
、
一
部
を
除
き
固

定
資
産
税
（
償
却
資
産
）
の
申
告
の

対
象
と
な
り
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
の
申
告
対
象
外
と
す

る
場
合
に
は
、
一
〇
万
円
未
満
の
減

価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、「
少
額

の
減
価
償
却
資
産
」
と
し
て
損
金
経

理
を
し
、
一
〇
万
円
以
上
二
〇
万
円

未
満
の
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て

は
、「
一
括
償
却
資
産
の
損
金
算
入
」

を
選
択
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

Ⅳ　

補
足
事
項

１　

消
費
税
の
「
税
抜
」、「
税
込
」

で
判
定
が
変
わ
る

　

取
得
価
額
の
判
定
基
準
に
お
い

て
、
消
費
税
の
額
を
含
め
る
か
ど
う

か
は
納
税
者
の
経
理
処
理
に
委
ね
ら

れ
て
お
り
、
税
込
経
理
な
ら
消
費
税

を
含
ん
だ
金
額
で
、
税
抜
経
理
な
ら

消
費
税
を
含
ま
な
い
金
額
で
判
定
す

る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
な
お
、
免
税

事
業
者
は
税
込
経
理
に
な
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
税
抜
価
額
二
九
万
円
の

備
品
が
、
税
抜
処
理
な
ら
前
記
Ⅲ
の

特
例
に
よ
り
少
額
減
価
償
却
資
産
と

し
て
必
要
経
費
に
算
入
で
き
ま
す

が
、
税
込
処
理
に
な
る
と
三
〇
万
円

を
超
え
る
の
で
、
資
産
計
上
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

２　

処
理
方
法
に
よ
る
比
較

　

一
〇
万
円
未
満
は
消
耗
品
と
し
て

無
条
件
に
損
金
と
し
て
、
そ
の
他
の

ケ
ー
ス
を
比
較
し
て
み
る
と
、
図
表

の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

図表　処理方法による比較
減価償却資産 一括償却資産 少額減価償却資産の特例

取得価額が
10万円以上20万円未満 ○ ○ ○（中小企業のみ）

取得価額が
20万円以上30万円未満 ○ × ○（中小企業のみ）

取得価額が30万円以上 ○ × ×
限度額 なし なし 300万円
損金算入時期 法定耐用年数に応じた期限 事業に供してから3年間 事業に供した年度
損金算入限度額 減価償却限度額 取得価額×当事業年度の月数÷36 取得価額全額
償却資産税 課税 非課税 課税
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る人相互間における金銭の貸借は、その貸
借が借入金の返済能力や返済状況などから
みて真に金銭の貸借であると認められる場
合には、借入金そのものは贈与にはなりま
せん。
　しかし、実質的に贈与であるにもかかわ
らず形式上貸借としている場合や「ある時
払いの催促なし」又は「出世払い」というよ
うな貸借の場合には、借入金そのものが贈
与として取り扱われます。
　また、その借入金が無利子などの場合に
は利子に相当する金額の利益を受けたもの
として、その利益相当額は、贈与として取
り扱われます。
　ただし、その金額が少額である場合又は
課税上弊害がないと認められる場合には、
強いてこの取扱いをしなくても差し支えな
いものとされています。

親から金銭を借りた場合
　親と子、祖父母と孫など特殊の関係があ

　
売
掛
金
を
自
己
の
買
掛
金

と
相
殺
し
、「
売
掛
金
と
相

殺
し
ま
し
た
」
と
記
載
し
た
領
収
書

を
作
成
・
交
付
し
た
場
合
、
印
紙
税

法
の
金
銭
の
受
取
書
に
該
当
し
、
課

税
対
象
と
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。

　
金
銭
の
受
取
書
と
は
、
金

銭
の
引
渡
し
を
受
け
た
者
が

そ
の
受
領
事
実
を
証
明
す
る
も
の
を

い
い
ま
す
。
相
殺
に
よ
る
領
収
書
は

売
掛
債
権
の
消
滅
を
証
明
す
る
も
の

で
あ
っ
て
、
金
銭
の
受
領
事
実
を
証

明
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
か

ら
、
金
銭
の
受
取
書
に
は
該
当
し
ま

せ
ん
。

　
ま
た
、
一
部
の
金
額
に
つ
い
て
は

相
殺
と
し
、
残
り
の
金
額
を
金
銭
等

で
受
領
し
た
こ
と
の
文
書
（
い
わ
ゆ

る
「
一
部
相
殺
の
領
収
書
」）
は
、

そ
の
相
殺
に
係
る
も
の
で
あ
る
こ
と

が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
金
額
に
つ

い
て
は
、
記
載
金
額
に
は
当
た
ら
な

い
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

相
殺
に
よ
る
領
収
書
の
印
紙

　税務署では、納税地の所轄税務署の管理
運営部門等を窓口に、提出済みの申告書等
の閲覧サービスを次の要領で実施していま
す。納税者本人のほか税理士などの代理人
も申請することができます。申請には申請
者の身分証明書等の一定の書類の提示等が
必要となります。
⑴　閲覧時の記録
　原則として書き写しになりますが、次の
事項に同意する場合には、写真撮影も可能
です。コピーの交付や書き写した又は写真
撮影した内容等の原本証明はされません。
・デジタルカメラ、スマートフォンなど、
撮影した写真をその場で確認できる機器
を使用すること（動画は不可）。

・収受日付印のある書類等は、収受日付印、
氏名、住所等を被覆した状態で撮影する
こと。

・撮影した写真を税務署員が確認し、対象

書類以外が写り込んでいた場合は、署員
の指示に従い消去すること。
・撮影した写真は申告書等の内容確認以外
で利用しないこと。
⑵　閲覧サービスの対象文書
　対象文書は、所得税及び復興特別所得税
申告書、法人税及び地方法人税申告書、復
興特別法人税申告書、消費税及び地方消費
税申告書、相続税申告書、贈与税申告書、
酒税納税申告書、間接諸税の申告書、各種
申請書、届出書、請求書、報告書等及び納
税者がこれらの申告書等に添付して提出し
た書類（例えば、青色申告決算書や収支内
訳書などをいい、所得税及び復興特別所得
税申告書に添付された医療費の領収書等を
除きます。）となります。
⑶　閲覧中の対応
　閲覧は、個人情報の保護及び行政文書の
適切な管理の観点から、原則として、管理
運営部門の窓口担当者等の立ち会いのもと
行われます。
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